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１．17年 3月期の連結業績 (平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日)
(1) 連結経営成績  (百万円未満切り捨て)

売    上    高 営  業  利  益 経  常  利  益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 3月期 1,130,100 7.5 38,336 △14.0 39,751 △10.8
16年 3月期 1,051,586 23.7 44,567 132.3 44,566 168.8

  当 期 純 利 益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円   銭 円   銭 ％ ％ ％

17年 3月期 17,672 △48.1  30　35 － 7.7 5.0 3.5
16年 3月期 34,023 586.0  58　86 － 17.0 5.9 4.2

(注) ① 持分法投資損益 17年 3月期      783百万円  16年 3月期      645百万円
     ② 期中平均株式数 (連結) 17年 3月期  574,040,143株  16年 3月期  574,102,263株
     ③ 会計処理の方法の変更 有
     ④ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2) 連結財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円   銭

17年 3月期 815,524 236,835 29.0 412　17
16年 3月期 783,263 219,700 28.0 382　30

(注) 期末発行済株式数 (連結) 17年 3月期  573,996,560株  16年 3月期  574,076,523株

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

17年 3月期 44,078 △ 56,341 3,975 38,931
16年 3月期 53,247 △ 37,630 △ 10,648 47,280

(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  73社　　　持分法適用非連結子会社数  - 社　　　持分法適用関連会社数  16社

(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結 (除外)    3社　　　持分法 (除外)    1社

２．18年 3月期の連結業績予想 (平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日)
　 売    上    高 経  常  利  益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

中 間 期 530,000 12,300 9,500
通    期 1,170,000 40,300 27,500

(参考) １株当たり予想当期純利益 (通期)    47円47銭

※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
　　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
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１. 17年  3月期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 17年 3月 31日）
(1)経営成績 （百万円未満切り捨て）

　　　売　　上　　高 　　  営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年  3月期 893,819 　4.4 27,711 △ 9.8 30,026 △ 6.4
16年  3月期 855,876 29.8 30,729    86.4 32,076 　95.0

        　当 期 純 利 益
１ 株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　銭 円　　銭 ％ ％ ％
17年  3月期 10,263  　　8.5        17  54 － 4.0 5.7 3.4
16年  3月期 9,463  　13.4        16  16 － 3.9 6.6 3.7

(注)①期中平均株式数 17年  3月期   574,257,875 株　　　16年  3月期   574,343,556 株 

     ②会計処理の方法の変更　　　無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％

17年  3月期 6  00  3  00  3  00  3,445 33.6 1.3
16年  3月期 6  00  3  00  3  00  3,445 36.4 1.4

(3)財政状態

    　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率
１株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭
17年  3月期 544,009 259,186 47.6 451   04
16年  3月期 516,621 249,731 48.3 434   52

（注）①期末発行済株式数 　17年3月期    574,214,292株　　16年3月期    574,307,316株

      ②期末自己株式数　 　　17年3月期        366,558株　　16年3月期        273,534株

２. 18年  3月期の業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭 円　　銭

中間期 414,000 9,600 6,000 3　　00 － －
通　期 897,000 31,500 19,000 － 3　　00 6　　00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　 32円 76銭

※　上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
　　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

一株当り年間配当金
売上高 経常利益 当期純利益
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１．経営方針 
 
１． 会社の経営の基本方針 
 日野自動車グループは、いつの時代においても人々の生活に欠かせない、輸送・交通を 

主な事業分野とし、文化の一形態としての輸送・交通のあるべき姿をハード･ソフトの両面 

から追求し、ゆとりある快適な社会・生活に貢献することを共通の理念としております。 

 事業活動におきましては、株主・顧客・従業員・取引先など、全てのステークホルダー 

に価値ある存在であると共に、環境と調和し、自然と共存することを、基本方針と致して 

おります。 
 

２． 中長期的な会社の経営戦略 
 平成１６年度におきましては、平成１６年度から１８年度に亘る中期経営計画「０４中 

計」を発表し、２０１０年度を視野に入れた長期ビジョンとして「グローバル市場で存在感 

ある『日野ブランド』の確立により､世界販売１５万台・世界５指レベルに入る」ことを目標 

と致しました。 

 また、「０４中計」の全体課題として「収益構造改革」「物造り改革」「固定費の効率 
化」「日野ブランド構築と浸透」を取り上げ、事業別に下記の重点事項に取り組んでおりま 

す。 

 

①日本事業 

 ・トラックビジネスの収益構造改革 

 ・完成車ビジネスへの取組み 

 ・お客様の生涯コストの低減 

 ・荷主拡大につながる商品・サービスの提案と実践 

②海外事業 

 ・各市場適合車の投入 

 ・アジア：国産化拡大による低コストの実現 

 ・「北米事業」販売サービス体制の刷新による一万台体制の早期確立 

③ＰＥ事業 

 ・車載・建設機械向けビジネスの拡大 

④トヨタ事業 

 ・フレーム付車両の開発・生産 

 ・ユニットメーカーとしてのグローバル生産への貢献 

  

３． 親会社等に関する事項 
 当社は、トヨタグループの商用車部門を担う会社として上記「０４中計」に基づき、 

トヨタ自動車株式会社との連携を強化し、日野グループ事業の発展を目指して参ります。 

 

親会社等 属性 
親会社等の 

議決権所有割合

親会社等が発行する株券が 

上場されている証券取引所等 

トヨタ自動車㈱ 親会社 
50.5％ 

(0.1％) 

 株式会社 東京証券取引所 

 株式会社 名古屋証券取引所 

 株式会社 大阪証券取引所 

 証券会員制法人 福岡証券取引所

 証券会員制法人 札幌証券取引所

 ニューヨーク証券取引所(米国) 

 ロンドン証券取引所(英国) 

 (注)親会社等の議決権所有割合欄の（ ）内は、間接所有割合で内数である。 
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４． コーポレートガバナンスに関する施策と実施状況 
当社でのコーポレートガバナンスに関する施策と実施状況は下記の通りです。 

 ①経営をつかさどる商法上の法定機関である取締役会に加え、全社重要方針、施策の審 

  議や経営管理に必要な情報の報告等を行なうための経営会議等を設けております。 

 ②執行役員制を採用することで、経営と執行を分離し経営の透明性を高めております。 

 ③社内の内部統制システムとしては、監査役制度を導入しております。 

 ④経営陣および従業員の行動指針を明確に示した「日野倫理綱領」を制定し、本綱領を 

  遵守すべく「倫理委員会」を設置しております。 

 

 特に情報開示については、本綱領にて、株主・投資家への適時適切な会社情報の開示を

行なえるよう社内体制の充実に努める旨を規定しております。その実現のために社内にお

ける重要情報開示ルールを明確にし、各部担当と協議の上、情報取扱い責任部署より速や

かに証券取引所への開示を行ないます。 

 
 
  （情報開示フロー） 
              ＜決定事実＞        ＜発生事実＞ 

 
社内各部（主管する子会社を含む） 

開示担当部署（総合企画部、経理部、総務部） 

情報ソース 

情報の集約 

会議体 
（取締役会、経営会議等） 

開示内容の 
決定 

開示担当部署と 
当該案件担当部署で協議 

 
 

適時開示 

情報取扱責任部署（総合企画部） 

各証券取引所 
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２．経営成績及び財政状態  

１．当期の経営成績 

 当期の我が国経済は、輸出の増加や堅調な設備投資に支えられ、企業業績は改善いたしま

した。しかしながら、原油、原材料等の価格高騰による先行き不透明感があったことに加え、

個人消費に大幅な伸びは見られなかったため、本格的な景気回復には至りませんでした。 
 当社主力市場の国内市場につきましては、自動車ＮＯx・ＰＭ法ならびに兵庫県におけるデ
ィーゼル車運行規制により西日本地域中心に車両の代替が促進されました。しかし、一方で

は１都３県のディーゼル車規制条例など昨年度における特需の反動減の影響を大きく受けま

した。その結果、当期における普通（大型・中型）トラック市場の総需要は９９千台と前期

に比べ１７千台（△１５．１％）の減少、また、小型トラック市場におきましても、総需要

１１４千台と前期に比べ３２千台（△２２．３％）の減少となりました。 

 国内トラック・バスの販売台数につきましては、５０千台と前期に比べ１千台（△１．

１％）減少いたしました。一方、海外トラック・バスの販売台数につきましては、アジア・

オセアニア地域および米国・カナダで販売台数を伸ばしたことにより過去最高の４４千台を

達成し、前期を９千台（２５．３％）上回りました。その結果、国内、海外をあわせたトラ

ック・バスの総販売台数は９５千台（８千台、９．７％増）となりました。また、トヨタ自

動車株式会社からの受託生産車につきましては、８月以降１．５ｔ車、１月より０．７５ｔ

車の積載系トラックの生産を開始したことにより、総生産台数は２４８千台と前期に比べ２

５千台（１１．４％）増加いたしました。 

 以上、当期は、海外事業を中心に販売台数が増加したことにより、売上高は１兆１，３０

１億円と前期に比べ７８５億１４百万円（７．５％）の増収となりました。また、損益面に

おきましては、海外新事業展開、新製品・新技術の開発、生産性および品質向上などをはか

るための原価増により、営業利益は３８３億３６百万円と前期に比べ６２億３０百万円（△

１４．０％）の減益となりました。また当期純利益は、固定資産の減損会計の早期適用を実

施したこと等により、前期に比べ１６３億５０百万円減益（△４８．１％）し、１７６億７

２百万円となりました。 

２． 次期の見通し 
 平成１７年度の我が国経済は、企業収益や雇用環境は改善傾向と思われますが、原油、原

材料等の価格の先行きや為替動向が不透明であるため、景気回復の状況を見極めながら、慎

重に対処していく必要があります。国内トラック市場については、自動車ＮＯx・ＰＭ法なら
びに世界で最も厳しいと言われる新長期排出ガス規制等の環境規制に対応するための代替需

要が見込まれ、総需要は平成１６年度を上回る水準で推移する見通しであります。海外市場

におきましては、堅調な米国経済と緩やかな拡大を続けるアジア・オセアニア地域で、トラ

ック需要全体は拡大すると見込まれる一方で、一層の価格競争の激化が懸念されます。 

 また、トヨタ自動車株式会社から受託生産している「ハイラックスピックアップ」は、同

社のタイ生産拠点への移管が進行中で、当社における生産は本年１０月迄に打ち切りになる

ことが予定されております。そのため今後のトヨタ事業では、グローバルな「ユニットサプ

ライヤー」への展開を図ることが急務となっております。 

 かかる状況ですが、今後とも一層の合理化を進めることにより、経営体質の強化、業績の

向上に努めてまいる所存であります。 

 なお、平成１７年度の連結業績見通しは以下のとおりであります。 

売上高･･･････････････････････････１１,７００億円 

営業利益･･････････････････････････････４１０億円 

国内トラック、バス販売台数･･････５８,９００台 

海外トラック、バス販売台数･･････５０,８００台 

トヨタ受託車生産台数･･････････２０４,３００台 
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３． 当期の財政状態 

(１)資産及び負債・資本の状況 

 当期末の総資産は、前期末に比べ３２２億６０百万円増加し、８,１５５億２４百万円とな

りました。これは、北米・タイで海外新規事業を展開したことを主因として、売掛債権が１

０７億１２百万円、たな卸資産が１０１億７９百万円それぞれ増加したこと等によります。 

 負債についても、同様に海外新規事業展開を要因として、買掛債務が１２８億３８百万円

増加し１,７８０億４２百万円、有利子負債が７８億８百万円増加し２,６８０億６９百万円

となり、１４１億２３百万円増加し５,６５７億８百万円となりました。また、資本について

は、当期純利益１７６億７２百万円の計上や期末の株価上昇による上場有価証券の含み益の

増加があったこと等により２,３６８億３５百万円となりました。 

 

(２)キャッシュ・フローの状況 

 当期のキャッシュ・フローの状況は、前期末に比べ８３億４９百万円減少し、現金及び現

金同等物の期末残高は３８９億３１百万円となりました。 

 営業活動によるキャッシュの増加は４４０億７８百万円となりました。これは利益の計上

３０３億４３百万円および減価償却費の計上３５５億３５百万円によりキャッシュが増加し

た一方で、売上債権の増加１０４億３７百万円、たな卸資産の増加が１１６億７４百万円あ

りキャッシュが減少したことによります。 

 投資活動によるキャッシュの減少は５６３億４１百万円となりました。これは主として海

外新規事業による有形固定資産の取得による支出が５３２億６２百万円あったことによりま

す。 

 財務活動によるキャッシュの増加は３９億７５百万円となりました。これは長期借入金の

純増加額が１８７億４２百万円あったものの、短期の有利子負債の純減少額が１１５億２０

百万円、決算の配当で３４億４５百万円減少したこと等によります。 

 

 ４．当期の利益配分に関する事項 
 当社は、業績ならびに経営環境を勘案し、株主の皆様への安定的・継続的な利益還元等に

努めてまいります。期末配当金につきましては、前期と同様の１株につき３円とさせていた

だきます。これにより昨年１１月の中間配当金３円とあわせて年間配当金は６円となる予定

であり、当期の配当性向は３３．６％となります。なお、内部留保資金につきましては、事

業構造改革遂行のための設備投資等に充当いたします。 



３．企業集団の状況
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得　　 　　　　　　　意　　　　 　　　　　　先

日　　野　　自　　動　　車　　㈱

国内販売会社（３３社）
〈子会社〉
　東京日野自動車㈱
　大阪日野自動車㈱
　九州日野自動車㈱
　横浜日野自動車㈱
　千葉日野自動車㈱
　神戸日野自動車㈱
　北海道日野自動車㈱
　静岡日野自動車㈱
　京滋日野自動車㈱　　ほか17社
〈関連会社〉
　広島日野自動車㈱
　三重日野自動車㈱　　ほか 5社

海外生産･販売会社（１５社）
〈子会社〉
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ･ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ･ﾀｲﾗﾝﾄﾞLTD.
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ･ｾｰﾙｽ･ﾀｲﾗﾝﾄﾞLTD.
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｾｰﾙｽ･ｵｰｽﾄﾗﾘｱ PTY.LTD.
　P.T.ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ･ｾｰﾙｽ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
　P.T.ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ･ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ･ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ･ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ･U.S.A.,INC.
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ･ｾｰﾙｽ･U.S.A.,INC.
　ﾋﾉ･ﾊﾟｯｸ･ﾓｰﾀｰｽ LTD.
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ (ﾏﾚｰｼｱ) SDN.BHD.
　ﾋﾉ･ﾓｰﾀｰｽ･ｾｰﾙｽ･ｶﾅﾀﾞLTD.
                               ほか 4社
〈関連会社〉
　瀋陽瀋飛日野汽車製造有限公司

国内および輸出販売（１社）
〈親会社〉
　トヨタ自動車㈱

　当グループは、当社、親会社、子会社７３社、関連会社２９社で構成され、トラック・バスの製造販売および
トヨタ自動車㈱からの受託生産を主な内容とし、更に事業に関連する製品の開発、設計及びその他のサービス等
の事業活動を展開しております。

　事業の系統図および主要な会社名は次のとおりです。

トラック・バス トラック・バス 受　託　車

部　品

組立・架装メーカー（２社）
 <子会社> ㈱トランテックス
 <関連会社>　ジェイ・バス㈱

組立・架装

鋳鍛造部品メーカー（３社）
〈子会社〉福島製鋼㈱、理研鍛造㈱、㈱吉沢鉄工所

機械加工部品メーカー（３社）
〈子会社〉㈱ソーシン、明友機工㈱
〈関連会社〉㈱工進精工所

プレス部品メーカー（１社）
〈子会社〉㈱武部鉄工所

完成部品メーカー（４社）
〈関連会社〉澤藤電機㈱、三共ラヂエーター㈱ ほか2社

その他（４０社）
〈子会社〉
　日昇産業㈱（部品･用品販売） (※2)
　日野通商㈱（部品販売･保険代理業）
　　　　　　　　　　　　 ほか　24社
〈関連会社〉
　千代田運輸㈱　　　　 　ほか　13社

ＫＤ梱包、港湾運送（１社）
〈関連会社〉
　岡本物流㈱ (※1)

車両・部品等

車両･部品

※1 岡本物流㈱は、平成16年4月に㈱岡本ﾌﾚｲﾀｰｽﾞより社名変更しております。
※2 日昇産業㈱は、平成17年4月に㈱ニッショーに社名変更しております。
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４．生産、販売の状況 

（１）生産実績 

 当  期 前  期  

区  分 自  平成16年 4月  1日 自  平成15年 4月  1日 増  減 

 至  平成17年 3月 31日 至  平成16年 3月 31日  

トラック・バス    ９３,４７０台    ８７,０７１台     ６,３９９台 

受 託 車 両   ２４８,０１２台   ２２２,６７６台    ２５,３３６台 

 
（２）販売実績                                                             
 当  期 前  期  

区  分 自  平成16年 4月  1日 自  平成15年 4月  1日 増  減 

 至  平成17年 3月 31日 至  平成16年 3月 31日  
  台数 金額 台数 金額 台数 金額 
  台 百万円 台 百万円 台 百万円 

国 内  50,668  339,879  51,242  325,585  △ 574   14,293 
 

海 外  44,818  157,782  35,776  121,656  9,042  36,126 

トラック・バス  計  95,486  497,661  87,018  447,241  8,468  50,420 

 車 両  248,012  314,597  222,676  296,078  25,336  18,519 

 海外生産用部品ほか  －  30,111  －  58,102  －   △27,991 

受 託 車 計  248,012  344,708  222,676  354,181  25,336  △ 9,472 

 国 内  －  46,889  －  48,947  －  △ 2,058 

 海 外  －  12,568  －  11,298  －  1,269 

補 給 部 品 計  －  59,457  －  60,246  －  △   788 

 国 内  －  153,386  －  138,101  －  15,285 

 海 外  －    11,398  －    17,387  －  △ 5,988 

 ト ヨ タ  －   63,487  －   34,428  －   29,058 

そ の 他 計  －  228,272  －  189,917  －    38,354 

総 売 上 高  － 1,130,100  － 1,051,586  －   78,514 

（注）百万円未満は切り捨てて表示している。 
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５．連結財務諸表等 

（１） 連結損益計算書 

（百万円未満切り捨て） 

 当  期 前  期  

科  目 自  平成16年 4月  1日 自  平成15年 4月  1日 増  減 

 至  平成17年 3月 31日 至  平成16年 3月 31日  

 百万円 百万円 百万円

売 上 高    1,130,100    1,051,586    78,514 

売 上 原 価    969,273    883,134    86,139 

売 上 総 利 益    160,827    168,452   △ 7,625 

販売費及び一般管理費    122,490    123,885   △ 1,394

営 業 利 益    38,336    44,567   △ 6,230

営 業 外 収 益    5,479    4,164    1,314

受取利息及び配当金    2,582    1,664    917
持分法による投資利益    783    645    138

雑 益    2,113    1,855    258

営 業 外 費 用    4,064    4,165   △ 100

支 払 利 息    2,150    2,276   △ 125

雑 損    1,913    1,889    24

経 常 利 益    39,751    44,566   △ 4,815

特 別 利 益    1,195    6,940   △ 5,744

固 定 資 産 売 却 益    601    222    379
投資有価証券等売却益    －    6,221   △ 6,221

工場施設建設助成金    －    83   △ 83

そ の 他   594   412    181

特 別 損 失    10,603    6,893   3,710

固定資産減損損失    4,380   －   4,380
固定資産売廃却損    3,023    5,515   △ 2,492 

そ の 他    3,199    1,377    1,822

税金等調整前当期純利益    30,343    44,613   △ 14,270

法人税、住民税及び事業税    11,875    18,056   △ 6,180

法 人 税 等 調 整 額   △ 113   △ 8,612    8,499

少 数 株 主 利 益    908    1,146   △ 238

当 期 純 利 益    17,672    34,023   △ 16,350
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（２） 連結剰余金計算書 

（百万円未満切り捨て） 

 当  期 前  期  

科  目 自  平成16年 4月  1日 自  平成15年 4月  1日 増  減 

 至  平成17年 3月 31日 至  平成16年 3月 31日  

 百万円 百万円 百万円

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高    64,307    64,307    － 

Ⅱ 資本剰余金期末残高    64,307    64,307    － 

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高    63,337    30,044    33,293

Ⅱ 利益剰余金増加高    18,775    36,926   △ 18,150

 １．当期純利益  （  17,672 ）  （  34,023 ）  （△ 16,350 ）
２．土地再評価差額金 

  取崩高 
 （  1,103 ）  （  2,847 ）  （△ 1,744 ）

 ３．海外子会社の税効果 
   新規適用による増加高  （  － ）  （  55 ）  （△ 55 ）

Ⅲ 利益剰余金減少高    3,691    3,633    58

 １．配当金  （  3,445 ）  （  3,446 ）  （△ 0 ）

 ２．役員賞与  （  245 ）  （  165 ）  （ 80 ）
 ３．持分法除外による 

   剰余金の減 
 （  － ）  （  21 ）  （△ 21 ）

Ⅳ 利益剰余金期末残高    78,422    63,337    15,084
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（３） -1連結貸借対照表 
（百万円未満切り捨て） 

 当  期 前  期 増  減 

科  目 平成17年3月31日 平成16年3月31日  

（資産の部） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産  ( 400,903)  ( 383,423)  ( 17,479) 

現 金 預 金   39,347   47,864  △ 8,517 

受取手形及び売掛金   248,796    238,084   10,712  

有 価 証 券    1,214     1,200    14 

た な 卸 資 産    85,856     75,677    10,179  

繰 延 税 金 資 産    11,868     13,166   △ 1,297 

そ の 他    18,916     13,446    5,469  

貸 倒 引 当 金   △ 5,097    △ 6,017   919 

固 定 資 産  ( 414,621)  ( 399,840)  ( 14,780) 

有 形 固 定 資 産  ( 317,039)  ( 310,986)  ( 6,052) 

建 物 及 び 構 築 物    99,665     96,974    2,690  

機械装置及び運搬具    89,345     67,385    21,960  

工 具 器 具 備 品    15,559     14,372    1,186  

リ ー ス 資 産    1,316     1,891   △ 575 

土 地    101,609     105,534   △ 3,924  

建 設 仮 勘 定    9,543     24,828   △ 15,285  

無 形 固 定 資 産  ( 16,289)  ( 11,447)  ( 4,842) 

ソ フ ト ウ ェ ア    15,275     10,237     5,038  

連 結 調 整 勘 定    446     703   △ 257  

そ の 他    568     506    61  

投資その他の資産  ( 81,292)  ( 77,406)  ( 3,886) 

投 資 有 価 証 券    64,923     59,226    5,697  

長 期 貸 付 金    9,293     9,346   △ 52  

繰 延 税 金 資 産    2,051     1,966    85  

そ の 他    13,472    15,930  △ 2,458  

貸 倒 引 当 金   △ 8,448    △ 9,063    615  

資 産 合 計    815,524     783,263    32,260  
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（３）-2連結貸借対照表 
（百万円未満切り捨て） 

 当  期 前  期 増  減 

科  目 平成17年3月31日 平成16年3月31日  

（負債の部） 百万円 百万円 百万円 

流 動 負 債  ( 461,517)  ( 466,211)  (△ 4,694) 
支払手形及び買掛金   178,042   165,204   12,838  
短 期 借 入 金   156,476   174,476  △ 17,999  
コマーシャルペーパー   52,000    45,000    7,000  
一年内返済予定の
長 期 借 入 金   9,020    8,285    734  
未 払 金   10,875    11,291   △ 415  
未 払 法 人 税 等   6,313    13,602   △ 7,288  
賞 与 引 当 金   3,962    4,044   △ 81  
製 品 保 証 引 当 金   6,065    8,681   △ 2,616 
そ の 他   38,760   35,626    3,133  

固 定 負 債  ( 104,191)  ( 85,373)  ( 18,818) 
長 期 借 入 金   50,571    32,498    18,073  
繰 延 税 金 負 債   10,845    9,257    1,588  
土 地 再 評 価 に 係 る
繰 延 税 金 負 債   4,684    5,434   △ 750  

退 職 給 付 引 当 金   37,469    37,582   △ 112  
そ の 他   619    600     19  

負 債 合 計   565,708    551,585    14,123  
（少数株主持分） 

少 数 株 主 持 分   12,980 11,978   1,001
（資本の部） 

資 本 金   72,717 72,717    －
資 本 剰 余 金   64,307 64,307    －
利 益 剰 余 金   78,422 63,337    15,084
土地再評価差額金   6,356 7,460  △ 1,103
その他有価証券評価差額金   21,716 18,484    3,231
為替換算調整勘定  △ 6,442 △ 6,431  △ 11
自 己 株 式  △ 241 △ 174 △ 66

資 本 合 計   236,835    219,700   17,135  

負債･少数株主持分･資本 合計   815,524    783,263   32,260  
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（百万円未満切り捨て） 

 当  期 前  期 

科  目 自  平成16年 4月  1日 自  平成15年 4月  1日

 至  平成17年 3月 31日 至  平成16年 3月 31日

 百万円 百万円
営業活動によるキャッシュ・フロー           
税金等調整前当期純利益    30,343     44,613  
減価償却費    35,535     31,742  
連結調整勘定償却額    257     245  
貸倒引当金の減少(増加)額    △ 1,557     2,227  
退職給付引当金の減少額    △   123     △ 1,329  
受取利息及び受取配当金    △ 2,582     △ 1,664  
支払利息    2,150     2,276  
為替差損     113      130  
持分法による投資利益    △ 783     △ 645  
投資有価証券等売却損益    15     △ 6,221  
投資有価証券等評価損    89     73  
固定資産売廃却損    3,023     5,515  
固定資産減損損失    4,380      －  
固定資産売却益    △ 601     △ 222  
売上債権の増加額    △ 10,437     △ 27,568  
たな卸資産の増加額    △ 11,674     △ 15,890  
仕入債務の増加額     12,603      21,829  
役員賞与の支払額    △        245      △        165 
その他    2,658            10,032  
   （小   計）  （  63,166 ）  （  64,980 ）
利息及び配当金の受取額    2,638     1,664  
利息の支払額    △ 2,026     △ 2,323  
法人税等の支払額    △ 19,700     △ 11,074  
        計    44,078     53,247  

投資活動によるキャッシュ・フロー           
定期預金の預入による支出    △ 410     △ 166  
定期預金の払戻による収入    578     690  
有価証券の純減少額    0     20  
有形固定資産の取得による支出    △ 53,262     △ 44,177  
有形固定資産の売却による収入    4,244     5,651  
無形固定資産の取得による支出    △ 8,258     △ 5,950  
投資有価証券の取得による支出    △ 106     △ 2,872  
投資有価証券の売却による収入    439     9,366  
子会社株式の売却による収入   －    440 
長期貸付金の貸付による支出 △    151  △    225 
長期貸付金の回収による収入         196         230 
その他     388     △ 638  
        計    △ 56,341     △ 37,630  

財務活動によるキャッシュ・フロー           
短期借入金の純減少額    △ 18,520     △ 20,908  
コマーシャルペーパーの純増加額    7,000     13,000  
長期借入れによる収入    28,427     22,187  
長期借入金の返済による支出    △ 9,685     △ 25,599  
少数株主からの払込による収入    266     4,167  
配当金の支払額    △ 3,445     △ 3,446  
その他    △ 66     △ 49  
        計     3,975     △ 10,648  

現金及び現金同等物に係る換算差額    △ 61     △ 1,129  
現金及び現金同等物の減少(増加)額    △ 8,349      3,838  
現金及び現金同等物の期首残高    47,280     43,441  
現金及び現金同等物の期末残高    38,931     47,280  
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連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 
  （１）連結子会社の数は73社である。 

     連結子会社名 

    （国内販売会社） 

     東京日野自動車㈱、大阪日野自動車㈱  ほか     計31社 

（国内仕入先） 

㈱ソーシン、㈱武部鉄工所  ほか          計23社 

    （海外会社） 

     ﾋﾉ・ﾓｰﾀｰｽ・ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ・ﾀｲﾗﾝﾄﾞLTD.  ほか     計15社 

    （その他）                      計 4社 

    

   （連結子会社の減少） 

①合併による減少（１社） 

      埼玉日野自動車㈱は東京日野自動車㈱と合併 

     ②清算結了による減少（２社） 

      ㈱日野物流コンサルタント、青森日野ヂーゼル㈱ 

 

２．持分法の適用に関する事項 
 （１）持分法を適用した会社の数は16社である。 

    関連会社名 

    （国内販売会社） 

     広島日野自動車㈱、三重日野自動車㈱  ほか  計 7社 

    （国内仕入先） 

     ジェイ・バス㈱、澤藤電機㈱  ほか      計 8社 

    （海外会社） 

     瀋陽瀋飛日野汽車製造有限公司  計 1社 

 

   （持分法適用会社の減少） 

     ①株式売却による持分法の適用除外（１社） 

      武蔵プレス工業㈱ 
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
  連結子会社のうち決算日が異なる会社 

   （決算日） 

（12月31日） 

ヒノ・パック・モータースLTD. 

上海日野発動機有限公司 

 

  連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、平成17年1月1日から連結 

決算日までの期間に発生した重要な取引については、連結上必要な調整を行っている。 
 
４．会計処理基準に関する事項 
  （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
    ①有価証券 満期保有目的債券･････ 償却原価法（定額法） 
 その他有価証券 
 ・時価のあるもの･･････期末日の市場価格に基づく時価法 
  （評価差額は全部資本直入法により処理し、 
   売却原価は移動平均法により算出） 
 ・時価のないもの･･････移動平均法による原価法 
    ②デリバティブ 時価法 
    ③たな卸資産 当   社･･･････････ 個別原価法及び移動平均法による原価法 
 連結子会社･･･････････ 主として移動平均法による原価法または 
  最終仕入原価法 
 
  （２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
    ①有形固定資産 
     （ア）建物及び構築物、機械装置及び運搬具、工具器具備品 
        ････････････ 主として定率法。 

 ただし、平成10年4月1日以降取得の建物（建物附属設備を除く） 

 については、定額法によっている。 

     （イ）リース資産･･････契約期間に基づく定額法 
     （ウ）耐用年数は以下のとおりである。 
 建物及び構築物････････２年～７５年 
 機械装置及び運搬具 ････２年～２０年 
 工具器具備品･･････････２年～２０年 
 リース資産････････････３年～１０年 
    ②無形固定資産･･････ 定額法 
 ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、利用可能期間 

 に基づく定額法によっている。 
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  （３）重要な引当金の計上基準 
   ①貸倒引当金 
    受取手形、売掛金等の債権に対する貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒 
    実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不 
    能見込額を計上している。 
   ②賞与引当金 
    連結子会社（ただし一部を除く）は従業員賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期 
    負担分を計上している。 
   ③製品保証引当金 
    保証書の約款に従い販売した製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、過 
    去の実績を基礎にして計上している。 
   ④退職給付引当金 
    従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産見込額に基づき 
    計上している。 
    過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（４～１６年 
    （連結子会社5社））による定額法により費用処理している。 
    数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（４～１８ 
    年）による定額法により翌期より費用処理することとしている。 
 
  （４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
    外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と 
    して処理している。なお、在外連結子会社の資産及び負債は期末日の直物為替相場により円 
    に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めている。 
     
    （会計処理方法の変更） 
    在外連結子会社の収益及び費用については、海外に所在する連結子会社の重要性が増したた 
    め、従来、期末日の直物為替相場により円貨に換算していたが、当期より外貨建取引等会計 
    処理基準に規定する原則的な換算方法である期中平均相場により円貨に換算する方法に変更 
    した。この変更により、従来の方法に比べ売上高は1,135百万円減少したが、各損益に与え 
    る影響は軽微である。 
 
  （５）重要なリース取引の処理方法 
    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に 
    ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 
 
  （６）重要なヘッジ会計の方法 
    主として繰延ヘッジ処理を採用している。なお、為替予約については、振当処理の要件を満 
    たしている場合は振当処理を採用している。 
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  （７）消費税等の処理方法 
    税抜方式によっている。 
 
５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 
   連結子会社の資産及び負債の評価方法は全面時価評価法によっている。 
 
６．連結調整勘定の償却に関する事項 
   連結調整勘定は原則として発生年度より実質的判断による年数の見積もりが可能なものは 
   その見積もり年数で、その他については５年間で均等償却している。 
 
７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
   利益処分又は損失処理の取扱い方法 
   事業年度中に確定した利益処分又は損失処理に基づいている。 
 
８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
   手許現金、要求払預金および取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に 
   換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資からなる。 
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６．セグメント情報 

（１）海外売上高 
前期（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

区  分 アジア 北米 大洋州 ヨーロッパ その他の 
地  域 計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
海 外 売 上 高  93,981  17,002  20,475  4,562  14,319 150,341

連 結 売 上 高  －  －  －  －  － 1,051,586

連結売上高に占める 
海外売上高の割合  8.9%  1.6%  2.0%  0.4%  1.4% 14.3%

 
当期（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 

区  分 アジア 北米 大洋州 ヨーロッパ その他の 
地  域 計 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
海 外 売 上 高  130,035  27,833  26,862  5,340  18,627 208,698

連 結 売 上 高  －  －  －  －  － 1,130,100

連結売上高に占める 
海外売上高の割合  11.5%  2.5%  2.4%  0.5%  1.6% 18.5%

（注）国又は地域の区分方法及び各区分に属する主な国又は地域 
   １．国又は地域の区分の方法･････････････地理的近接度による。 
   ２．各区分に属する主な国又は地域･･･････アジア：タイ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、中国、台湾 ほか 
 北 米：アメリカ、カナダ ほか 
 大洋州：ｵｰｽﾄﾗﾘｱ、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ ほか 
 ﾖｰﾛｯﾊﾟ：ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ、ﾄﾙｺ ほか 
 その他の地域：中南米 ほか 
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７．関連当事者との取引 

前期（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 
（１）親会社 

関係内容 
会社名 住 所 資本金 事業の 

内 容 

議決権 
等の 
被所有 
割合 

役員の 
兼務等 

事業上 
の関係 

取引内容 
（金額） 科 目 期末残高 

  百万円     百万円  百万円

トヨタ 

自動車㈱ 

愛知県 

豊田市 

397,049 自動車

製造 

直接 

50.4%

間接 

 0.1%

兼任 

１名

転籍 

６名

（うち

元役員

３名） 

小型ﾄﾗｯ

ｸ等の受

託生産 

営業取引 

製品の販売等 

  387,710 

部品の購入等 

  217,800 

資金の借入 

20,000 

売 掛 金 

 

買 掛 金 

 

長期借入金 

22,082

21,999

20,000

（２）子会社等 
関係内容 

属性 会社名 住 所 資本金 事業の 
内 容 

議決権 
等の 
被所有 
割合 

役員の 
兼務等 

事業上 
の関係 

取引内容 
（金額） 科 目 期末残高 

   百万円       百万円

関連会社

の子会社 

日野車体

工業㈱ 

石川県 

小松市 

1,650 バスボ

デーの

架装 

なし 

 

兼任 

３名

転籍 

６名

製品の

購入 

部品の

支給 

資金の貸付 

120 

長期貸付金 8,558

 
当期（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日） 
（１）親会社 

関係内容 
会社名 住 所 資本金 事業の 

内 容 

議決権 
等の 
被所有 
割合 

役員の 
兼務等 

事業上 
の関係 

取引内容 
（金額） 科 目 期末残高 

  百万円     百万円  百万円

トヨタ 

自動車㈱ 

愛知県 

豊田市 

397,049 自動車

製造 

直接 

50.4%

間接 

 0.1%

兼任 

１名

転籍 

７名

（うち

元役員

２名） 

小型ﾄﾗｯ

ｸ等の受

託生産 

営業取引 

製品の販売等 

  380,186 

部品の購入等 

  214,696 

資金の借入 

   23,000 

売 掛 金 

 

買 掛 金 

 

長期借入金 

20,468

21,345

43,000

（２）子会社等 
関係内容 

属性 会社名 住 所 資本金 事業の 
内 容 

議決権 
等の 
被所有 
割合 

役員の 
兼務等 

事業上 
の関係 

取引内容 
（金額） 科 目 期末残高 

   百万円       百万円

関連会社 ジェイ・

バス㈱ 

石川県 

小松市 

1,900 バスボ

デーの

架装 

直接 

50.0%

兼任 

２名

転籍 

１名

製品の

購入 

部品の

支給 

資金の貸付 

－ 

長期貸付金 8,558

（注）取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれている。 
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製品別売上高内訳（単独） 

（百万円未満切り捨て） 
 当  期 前  期  

区  分 自  平成 16年4月  1日 自  平成15年 4月  1日 増  減 

 至  平成 17年3月 31日 至  平成16年 3月 31日  
  台数 金額 台数 金額 台数 金額 
  台 百万円 台 百万円 台 百万円 
国 大 型 ト ラ ッ ク  16,436  149,820  15,545  138,169  891   11,651  

 中 型 ト ラ ッ ク  16,020  69,195  18,592  76,813  △ 2,572   △ 7,618 

 普通トラック計  32,456  219,015  34,137  214,983  △ 1,681  4,032  

内 小 型 ト ラ ッ ク  15,289  40,535  14,866  35,402  423   5,132  

 バ ス  3,105  45,010  2,889  40,312  216   4,697  

 そ の 他  －  468  －  695  －  △227  

 計  50,850  305,029  51,892  291,394  △ 1,042   13,635  

輸 出 計  43,157  122,608  36,019  101,590  7,138  21,017  

ト ラ ッ ク ・ バ ス 計  94,007  427,637  87,911  392,984  6,096   34,653  

 ハ イ ラ ッ ク ス  189,438  242,374  187,400  248,092  2,038   △ 5,718  

 ダ イ ナ 系  58,100  69,515  34,817  45,374  23,283   24,140  

 高 機 動 車  474  2,708  459  2,611  15   97  

 海外生産用部品ほか  －  30,111  －  58,102  －   △27,991  

受 託 車  248,012  344,708  222,676  354,181  25,336  △ 9,472  

 国 内  12,517  10,290  4,847  3,554  7,670   6,735  

 輸 出  1,821  2,347  1,765  2,120  56      226 

エ ン ジ ン 計  14,338  12,638  6,612  5,675  7,726  6,962 

 国 内  －  49,142  －  50,502  －   △ 1,359  

 輸 出  －  7,223  －  6,886  －   337  

補 給 部 品 計  －  56,366  －  57,388  －  △ 1,022  

そ の 他  －  52,468  －  45,646  －  6,821  

総 売 上 高  －  893,819  －  855,876  －  37,943  

（うち輸出売上高）  －  (143,514 )  －  (118,816 )  －   (24,698 )
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損益計算書（単独） 

（百万円未満切り捨て） 

 当  期 前  期  

科  目 自  平成16年 4月  1日 自  平成15年 4月  1日 増  減 

 至  平成17年 3月 31日 至  平成16年 3月 31日  

 百万円 百万円 百万円

売 上 高    893,819    855,876    37,943

売 上 原 価    795,978    752,982    42,995

売 上 総 利 益    97,840    102,893    △ 5,052

販売費及び一般管理費    70,129    72,163    △ 2,034

営 業 利 益    27,711    30,729    △ 3,018

営 業 外 収 益    3,435    2,583     851

受取利息及び配当金    2,169    1,470     698

雑 益    1,266    1,112     153

営 業 外 費 用    1,120    1,236    △ 115

支 払 利 息    278    270     7

雑 損    842    966    △ 123

経 常 利 益    30,026    32,076    △ 2,050

特 別 利 益    362    6,357    △ 5,995

投資有価証券売却益    321    6,252    △ 5,930

固定資産売却益    25    9     15

関係会社清算益    12    －     12

貸倒引当金戻入益    3    95    △ 92

特 別 損 失    9,644    19,230    △ 9,586
投資有価証券等評価損    8,609    15,144    △ 6,535

固定資産売廃却損    948    1,926    △ 977

固定資産減損損失    85    －    85

投資有価証券売却損    －    1,668    △ 1,668

関係会社清算損    －    349    △ 349

そ の 他    －    140    △ 140

税引前当期純利益    20,743    19,204     1,539

法人税、住民税及び事業税    8,212    14,906    △ 6,693

法人税等調整額     2,267    △ 5,165     7,433

当 期 純 利 益    10,263    9,463     800

前 期 繰 越 利 益    5,154    5,226    △ 72

中 間 配 当 金    1,722    1,723    △ 0

当 期 未 処 分 利 益    13,694    12,966    728
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貸借対照表（単独） 
（百万円未満切り捨て） 

 当  期 前  期 増  減 

科  目 平成17年3月31日 平成16年3月31日  

（資産の部） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産 （ 235,690 ） （ 222,199 ） （ 13,491 ） 
現 金 預 金   4,857    5,730   △ 872  
受 取 手 形   2,881    1,524    1,357  
売 掛 金   147,071    141,878    5,192  
有 価 証 券   1,199    1,199   △ 0  
製 品   14,478    13,456    1,022  
原 材 料    248     343   △ 95  
仕 掛 品    14,920     14,445    475 
貯 蔵 品    2,390     2,144    245  
前 払 費 用    67     91   △ 24 
繰 延 税 金 資 産    7,269     9,956   △ 2,686  
未 収 入 金    7,473     4,273    3,200  
短 期 貸 付 金    31,026     26,705    4,320  
そ の 他    1,908     587    1,321  
貸 倒 引 当 金  △ 102   △ 137    35  

固 定 資 産 （ 308,318 ） （ 294,422 ） （ 13,896 ） 
有 形 固 定 資 産 （ 158,822 ） （ 154,932 ） （ 3,890 ） 
建 物    46,669     45,640    1,028  
構 築 物    8,645     8,243    402  
機 械 装 置    52,861     44,408    8,453  
車 両 運 搬 具    2,832     2,249    582  
工 具 器 具 備 品    10,539     9,811    727  
リ ー ス 資 産    232     795   △ 562  
土 地    31,956     32,015   △ 58  
建 設 仮 勘 定    5,085     11,767   △ 6,682  
無 形 固 定 資 産 （  14,709 ） （  10,048 ） （ 4,660 ） 
ソ フ ト ウ ェ ア    14,646     9,985    4,661  
施 設 利 用 権    2     3   △ 0  
そ の 他    60     60     0  
投資その他の資産 （ 134,786 ） （ 129,440 ） （ 5,346 ） 
投 資 有 価 証 券    51,294     46,366    4,927  
関 係 会 社 株 式    64,776     64,736    39  
出 資 金    2     2    －  
関 係 会 社 出 資 金    2,110     2,224   △ 113  
長 期 貸 付 金    3     8,562   △ 8,558  
従業員長期貸付金    33     52   △ 19  
関係会社長期貸付金    15,017     6,490    8,527  
長 期 滞 留 債 権    5,635     6,826   △ 1,190 
長 期 前 払 費 用    839     270    568 
そ の 他    1,091     1,134   △ 43  
貸 倒 引 当 金  △ 6,017   △ 7,225    1,208 

資 産 合 計    544,009     516,621    27,388  



－ 単 4 － 

（百万円未満切り捨て） 

 当  期 前  期 増  減 

科  目 平成17年3月31日 平成16年3月31日  

（負債の部） 百万円 百万円 百万円

流 動 負 債 （ 214,757 ） （ 218,006 ） （ △ 3,248 ） 

支 払 手 形    6,047     6,491   △ 444  

買 掛 金    114,413     112,217    2,196  

コマーシャルペーパー    52,000     45,000    7,000  
一 年内返済予定の
長 期 借 入 金    3,443     3,446   △ 2  

未 払 金    7,911     8,895   △ 983  

未 払 費 用    19,773     20,662   △ 888  

未 払 法 人 税 等    3,451    11,202   △ 7,750  

前 受 金    27     63   △ 35  

預 り 金    1,001    740    261  

製 品 保 証 引 当 金    6,065     8,681   △ 2,616 

設備関係支払手形    559     578   △ 18  

そ の 他    62     29    33 

固 定 負 債 （  70,065 ） （  48,883 ） （  21,181 ） 

長 期 借 入 金    43,884     24,340    19,543  

繰 延 税 金 負 債    8,585     7,020    1,564  

退 職 給 付 引 当 金    17,515     17,442    72  

そ の 他    80     80    －  

負 債 合 計    284,822     266,890    17,932  

（資本の部） 

資 本 金 （  72,717 ） （  72,717 ） （  － ） 

資 本 剰 余 金 （  64,307 ） （  64,307 ） （  － ） 

資 本 準 備 金    64,307     64,307    －  

利 益 剰 余 金 （  104,015 ） （  97,381 ） （  6,633 ） 

利 益 準 備 金    7,103     7,103    －  

任 意 積 立 金    83,217     77,311    5,905 

固定資産圧縮積立金    4,327     4,421   △ 94  

別 途 積 立 金    78,890     72,890    6,000  

当 期 未 処 分 利 益   13,694    12,966    728  

その他有価証券評価差額金 （ 18,339 ） （ 15,448 ） （ 2,890 ） 

自 己 株 式 （△ 192 ） （△ 123 ） （△ 69 ） 

資 本 合 計   259,186   249,731    9,455  

負債及び資本合計   544,009    516,621    27,388  

 



― 単 5 ― 

利益処分案（単独） 

（百万円未満切り捨て） 

科  目 当  期 前  期 増  減 

 百万円 百万円 百万円

当期未処分利益    13,694    12,966    728

固定資産圧縮積立金
取 崩 額

   128    94    34

計    13,823    13,061    762

 
これを次の通り処分いた

します。 

  

配 当 金
（１株につき3円） 

   1,722    1,722   △ 0

取 締 役 賞 与 金    164    158    6

監 査 役 賞 与 金    27    26    1

別 途 積 立 金    6,000    6,000    －

次 期 繰 越 利 益    5,910    5,154    755

 



― 単 6 ― 

取締役等の異動 
 
 

新任取締役候補 

専務取締役 兼 執行役員 藤
ふじ

  井
い

  恒
つね

  彦
ひこ

〔現 顧 問〕 

専務取締役 兼 執行役員 笠
かさ

  井
い

   学
まなぶ

  〔現 常 務 執 行 役 員〕 

専務取締役 兼 執行役員 岡
おか

  崎
ざき

  清
せい

  英
えい

〔現 常 務 執 行 役 員〕 

 

新任監査役候補 

常勤監査役 荻
おぎ

  野
の

  明
あき

  彦
ひこ

〔現 総 務 部 長〕 

非常勤監査役 石
いし

  坂
ざか

  芳
よし

  男
お

〔現 トヨタ自動車㈱代表取締役副社長〕 

 

 

 

退任予定取締役 鈴
すず

  木
き

  孝
たか

  幸
ゆき

〔現 取締役副社長  兼  執行役員〕 

 飯
いい

  田
だ

   剛
たけし

  〔現 専 務 取 締 役  兼  執 行 役 員〕 

 菅
すが

  沢
さわ

  奈 良
な ら

井
い

〔現 専 務 取 締 役  兼  執 行 役 員〕 

 森
もり

    道
みち

  明
あき

〔現 専 務 取 締 役  兼  執 行 役 員〕 

 

退任予定監査役 

 宇
う

  賀
が

  尚
ひさ

  明
あき

〔現 常 勤 監 査 役〕 

 石
いし

  神
がみ

  高
たか

  俊
とし

〔現 常 勤 監 査 役〕 

 

 

 

役付取締役の変更予定 

取締役副社長 兼 執行役員 杉
すぎ

崎
さき

  慎
しん

一
いち

郎
ろう

〔現 専 務 取 締 役  兼  執 行 役 員〕 

取締役副社長 兼 執行役員 萩
はぎ

  原
わら

  文
ぶん

  二
じ

〔現 専 務 取 締 役  兼  執 行 役 員〕 

取締役副社長 兼 執行役員 須 々 木
す す き

 邦
くに

  彦
ひこ

〔現 専 務 取 締 役  兼  執 行 役 員〕 

 

 

以  上 



　　　2005年4月26日
　　　日野自動車株式会社
　　　総合企画部広報渉外室

２００５年３月期 決算参考資料 （連結）

前期実績 当期実績 次期予想
０４年３月期 ０５年３月期 ０６年３月期

対前期実績 対前期実績 対前期実績
（△ 4社） （△ 4社） （  －社）

連結対象会社 ９３社 ８９社 ８９社
（△ 5社） （△ 3社） （  －社）

連結子会社 ７６社 ７３社 ７３社
（＋ 1社） （△ 1社） （  －社）

持分法適用 １７社 １６社 １６社
生産実績 (  50.5%) (   7.3%) (  13.0%)
国内生産 87.1千台 93.5千台 105.6千台

(  16.1%) (  11.4%) (△17.6%)
受託車 222.7千台 248.0千台 204.3千台
販売台数 (  47.5%) (△ 1.1%) (  16.2%)
国　内 51.2千台 50.7千台 58.9千台

(  39.0%) (  25.3%) (  13.3%)
海　外 35.8千台 44.8千台 50.8千台

(  16.1%) (  11.4%) (△17.6%)
受託車 222.7千台 248.0千台 204.3千台

(  23.7%) (   7.5%) (   3.5%)
売上高 10,515億円 11,301億円 11,700億円

(　30.2%) (　 5.4%) (   8.3%)
国　内 5,126億円 5,402億円 5,850億円

(  31.7%) (  20.9%) (  10.0%)
海　外 1,503億円 1,817億円 2,000億円

(  13.5%) (   5.0%) (△ 5.7%)
トヨタ 3,886億円 4,082億円 3,850億円

( 2.3倍) (△14.0%) (   6.9%)
営業利益 445億円 383億円 410億円
 <利益率> < 4.2% > < 3.4% > < 3.5% >

( 2.7倍) (△10.8%) (   1.4%)
経常利益 445億円 397億円 403億円
 <利益率> < 4.2% > < 3.5% > < 3.4% >

( 6.9倍) (△48.1%) (  55.6%)
当期純利益 340億円 176億円 275億円
 <利益率> < 3.2% > < 1.6% > < 2.4% >
業績評価 増収・増益 増収・減益 増収・増益
設備投資 514億円 535億円 690億円
日野自動車 278億円 279億円 320億円
仕入先 92億円 57億円 60億円
販売会社 19億円 39億円 55億円
海外 125億円 159億円 255億円
減価償却費 295億円 324億円 355億円
日野自動車 206億円 228億円 243億円
仕入先 45億円 41億円 44億円
販売会社 35億円 33億円 33億円
海外 9億円 22億円 35億円
研究開発費 301億円 349億円 347億円
有利子負債残高 2,602億円 2,680億円 2,900億円
日野自動車 728億円 993億円 1,350億円
仕入先 297億円 246億円 150億円
販売会社 1,250億円 1,072億円 1,020億円
海外 327億円 369億円 380億円



日野自動車株式会社
総合企画部広報渉外室

２００５年３月期決算参考資料　（単独）

前期実績 当期実績 次期予想
04年3月期 05年3月期 06年3月期

対前期
実績 　

対前期
実績

対前期
実績

(  49.1%) (△15.1%) (  13.4%)
普トラ総需要 117.4千台 99.6千台 113.0千台

(  46.2%) (△10.4%) (   7.2%)
　　大　型 55.1千台 49.4千台 53.0千台

(  51.7%) (△19.3%) (  19.6%)
　　中　型 62.2千台 50.2千台 60.0千台

(  54.3%) (△22.3%) (  24.4%)
小トラ総需要 146.9千台 114.1千台 142.0千台

(  50.5%) (   7.3%) (   13.0%)
国内生産台数 87.1千台 93.5千台 105.6千台

(  51.5%) (△ 2.0%) (  15.8%)
国内販売台数 51.9千台 50.9千台 58.9千台

(  41.5%) (  19.8%) (  10.3%)
輸出台数 36.0千台 43.2千台 47.6千台

(  16.1%) (  11.4%) (△17.6%)
受託車生産台数 222.7千台 248.0千台 204.3千台

(  29.8%) (   4.4%) (  　0.4%)
売上高 8,558億円 8,938億円 8,970億円

(  50.7%) (   5.9%) (  10.0%)
　国　内 3,484億円 3,690億円 4,060億円

(  38.8%) (  20.8%) (   8.0%)
　海　外 1,188億円 1,435億円 1,550億円

(  13.5%) (△ 1.9%) (△11.9%)
　トヨタ 3,886億円 3,812億円 3,360億円

(  86.4%) (△ 9.8%) (   8.3%)
　営業利益 307億円 277億円 300億円
　<利益率> 　< 3.6%> 　< 3.1%> 　< 3.3%>

(  95.0%) (△ 6.4%) (   4.9%)
　経常利益 320億円 300億円 315億円
　<利益率> 　< 3.7%> 　< 3.4%> 　< 3.5%>

(  13.4%) (   8.5%) (  85.1%)
　当期純利益 94億円 102億円 190億円
　<利益率> 　< 1.1%> 　< 1.1%> 　< 2.1%>
　増減要因 (増益要因) (増益要因) (増益要因)
(営業利益ﾍﾞｰｽ)  台数変動 ４５５  販売面の努力 ７５  販売面の努力 １２１
※数字は億円  合理化 １４４  合理化 １０７  合理化 １６０

(減益要因) (減益要因) (減益要因)
 価格変動 ２１４  先行投資・品質向上 １０３  先行投資 １４
 ｺｽﾄ増　他 ２４２  為替 ２９  為替・市況 ９７

 その他 ８０  その他 １４７

業績評価 増収・増益 増収・減益

為替レート １１２円／ＵＳ＄ １０７円／ＵＳ＄ １００円／ＵＳ＄

設備投資 278億円 279億円 320億円

減価償却費 206億円 228億円 243億円

研究開発費 298億円 347億円 344億円

有利子負債残高 728億円 993億円 1,350億円

2005年4月26日

増収・増益


